
2015年度 ISS  Squareシンポジウム (2016/2/26) No.  

情報セキュリティ調査から見る標的型攻撃に対する組織の動向
Trends of the Enterprises and Organizations to targeted attacks through the Questionnaire Survey

島田裕樹・システム分科会・情報セキュリティ大学院大学

本稿では情報セキュリティ調査結果について組織規模や組織の売上高などとクロス集計を行い、日本年金機構の個人情報流出事案を受けて組織のセキュ
リティ施策に差が生じないか報告する。

Abstract
The Information Security Survey on Japanese Organizations is conducted in HARADA laboratory. In the 2015 fiscal year of the 
survey, as one of a number of survey items, were questions related to personal information outflow cases of Japan pension 
mechanism. This paper reports results of the survey and analysis.

【業種別にクロス集計】
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セキュリティ施策の監査
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保険による対応

(N=8)

その他

(N=3)

５０人以下 (N=109) ５１～１００人 (N=56)

１０１～３００人 (N=84) ３０１～５００人 (N=30)

５０１～１，０００人 (N=19) １，００１～１，５００人 (N=10)

１，５０１～５，０００人 (N=23) ５，００１～１０，０００人 (N=5)

１０，００１～５０，０００人 (N=11) ５０，００１人以上 (N=1)

【従業員数別にクロス集計】
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情報通信業 (N=164) 大学 (N=68)

サービス業 (N=32) 公務（政府・自治体） (N=21)

上記以外の組織 (N=65)

引用： 原田研究室 2015年情報セキュリティアンケート調査結果
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売上高はない (N=14) １億円未満 (N=14)

１億円～３億円未満 (N=45) ３億円～５億円未満 (N=36)

５億円～１０億円未満 (N=51) １０億円～５０億円未満 (N=96)

５０億円～１００億円未満 (N=23) １００億円～３００億円未満 (N=24)

３００億円～５００億円未満 (N=6) ５００億円～１，０００億円未満 (N=3)

１，０００億円以上 (N=30)

【売上高別にクロス集計】

「現状のまま変更なし」としている組織は、何もしていないのか？
それとも、既に何かしらの施策をしているから、これ以上の変更
はしないのか？

【ご意見をお願いします】
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